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稲畑産業株式会社 
2024 年 11月 7日 

 

グリーンファイナンス フレームワーク  
サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト：森安 圭介 

格付投資情報センター（R&I）は稲畑産業のグリーンファイナンス フレームワーク（20２４年１１月策定）が、以下

の原則に適合していることを確認した。 

 

 

 

 

■資金使途 

事業区分 対象プロジェクト 

再生可能エネルギー 

⚫ 再生可能エネルギー（太陽光・風力・バイオマス）発電における設備投資 

・ 土地の取得、賃貸 

・ 施設建設や拡張、設備購入・設置 

・ 運営、保守・管理 

バイオマス発電については、燃料が下記の①、②を満たすプロジェクトを対象とする。  

① いずれも工場などの周辺で調達された(ⅰ)廃棄物、(ⅱ)未利用材、(ⅲ)持

続可能性に係る認定や認証を取得した燃料（FSC により認証された木材・木

材ペレット由来など）等に限ること 

② ライフサイクルベースで CO2排出量の削減効果があることを確認できる燃料

を使用すること 

 

⚫ 再生可能エネルギー由来の電力購入、グリーン電力証書・非化石証書の購入 

グリーンビルディング 

⚫ 下記いずれかの認証を調達から遡って 36 ヶ月以内に取得・更新、もしくは今後 

取得予定の建物の建設・取得 

・ CASBEE：S、A（自治体版を除く） 

・ DBJ Green Building認証：5つ星、4つ星、3つ星 

・ LEED：Platinum、Gold、Silver 

グリーンボンド原則（2021、ICMA） 

グリーンボンドガイドライン（2022、環境省） 

グリーンローン原則（2023、LMA等） 

グリーンローンガイドライン（2022、環境省） 
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エネルギー効率 

（建物） 

➢ 下記の通り、建物用途毎に定められた ZEB Oriented 基準以上の BEI を満たす 

（予定を含む）建物の建設・取得 

・ BEI0.6以下の工場等・事務所等・学校等 

・ BEI0.7以下のホテル等・百貨店等・病院等・飲食店等・集会所等 

1. 資金調達者の概要 

 稲畑産業は化学品の専門商社として技術的な専門知識や情報収集力などに強みを持つ。偏光板および同

原料などを扱う情報電子事業と、商社機能と加工機能を両輪とする合成樹脂事業の 2 事業を主力とする。 

 稲畑産業は、創業以来の社是ともいえる「愛」「敬」という人間尊重の精神に基づき、社会の発展に貢献する

ことを経営理念として掲げ、「時代とともに変化する顧客と社会のニーズに応え、グローバルに事業を展開す

ることにより、価値ある存在として常に進化を続ける」ことを「目指す姿＝Vision」と考えている。 

 1890 年、京都の地で合成染料の輸入販売から事業を始めた稲畑産業は、ケミカル事業を中心に電子材料

や住宅関連資材、食品などさまざまな分野に事業領域を広げてきた。その過程は事業規模の拡大であった

と同時に、市場開発や製造・加工、物流、ファイナンスといったさまざまな機能を培う過程でもあった。 

 ここ数年で、サステナブルな企業経営を求める社会的な風潮は、明らかに加速していると稲畑産業は認識し

ている。環境保全、人権の尊重、社員の労働環境への配慮、公正な取引など、解決すべき社会課題は山積

しており、これらの社会課題は、今後の企業活動において大きなリスクとなる一方で、適切な対応を先んじて

選択していくことで、グループの持続的な成長への大いなる機会になると考えている。そのため、稲畑産業は

サステナビリティを重要な経営課題として取り組んでおり、時代を超えて社会から必要とされる商社であるた

めに、あらゆる事業活動を通じて、長期的な企業価値向上と持続可能な社会の実現を目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：稲畑産業 統合報告書 2024] 
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2. 調達資金の使途 

調達資金の使途として示された対象プロジェクトは明確な環境改善効果をもたらす。調達資金の使途は適切で

ある。 

(1) 対象プロジェクト 

 グリーンファイナンスにて調達した資金を、適格クライテリアのいずれかに該当する新規または既存のプロジェ

クトに充当する。リファイナンスについては調達から遡って 3 年以内に実施されたプロジェクトを対象とする。 

初回調達の資金使途は以下を予定している。 

＜東京新本社ビル建替え＞ 

現在の東京本社ビル（東京都中央区日本橋本町）は 1971 年竣工から約 50 年が経過し、建物設備の

老朽化が進んだことから建替えを決定しており、建替え資金に充当する予定。CASBEE 認証における最

上位の S ランク及び BELS 認証における最上位のレベル 6を取得予定。 

新本社ビルでは、柔軟な働き方に対応したワークプレイスを整え、DX（デジタルトランスフォーメーション）

を推進するオフィス空間を目指す。また、サステナビリティを重視し、環境負荷低減、防災対応力を高め

たオフィスビルとすることで、社会への貢献も目指す。             

➢ 東京新本社ビルにおける環境面／社会面での取り組み 

・東京都環境局の緑化計画書制度に基づく規定面積以上の地上部、屋上部緑化 

・太陽光パネル設置による再生エネルギーの利活用 

・出窓開口からの中間期の通風確保（空調負荷軽減） 

・地下１階機械式駐車場内に電気自動車充電パレットの整備 

・福祉のまちづくり条例に基づく移動等円滑化経路の整備 

・ユニバーサルトイレの整備 

・免震装置利用と BCP計画による自然災害に対策を講じた建物の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：稲畑産業] 
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＜福山バイオマス発電事業＞ 

 福山バイオマス発電事業の出資額相当に充当する。化石燃料を使用しない再生可能エネルギーの一つとし

てバイオマス発電に期待が寄せられており、福山バイオマス発電は植物由来燃料である木質ペレット及び木

質チップを主燃料とした発電所を建設・運営し、脱炭素社会実現に貢献する。 

所在地 広島県福山市箕沖町 124 

発電出力 52,700kW 

想定年間発電電力量 約 3.8億 kWh（一般家庭約 12万世帯分に相当）  

燃料種別 木質ペレット、木質チップ（広島県産の未利用間伐材等） 

本工事開始予定 2022年 12月 

運転開始予定 2025年 5月 

出資会社 

中部電力（50%）、稲畑産業（23.2%）、太平電業（12%）、 

東京産業（10%）、ソラリアント（2%）、日立造船（2%）、 

その他匿名組合出資者（0.8%） 

(2) 環境改善効果 

再生可能エネルギー 

 再生可能エネルギー（太陽光・風力・バイオマス）発電における設備投資（土地の取得、賃貸、施設建設や

拡張、設備購入・設置、運営、保守・管理）に係る支出に充当する。バイオマス発電については、燃料が下記

の①、②を満たすプロジェクトを対象とする。  

① いずれも工場などの周辺で調達された(ⅰ)廃棄物、(ⅱ)未利用材、(ⅲ)持続可能性に係る 

認定や認証を取得した燃料（FSCにより認証された木材・木材ペレット由来など）等に限ること 

② ライフサイクルベースで CO2排出量の削減効果があることを確認できる燃料を使用すること 

 また、再生可能エネルギー由来の電力購入、グリーン電力証書・非化石証書の購入にも適格クライテリアに

含まれ、フレームワークに掲げられたプロジェクトは、稲畑産業の自社 GHG 排出量の削減、売電を通じたグリ

ッド電力の代替により CO2 排出削減に貢献するといえる。 

 初回調達の資金使途である福山バイオマス発電事業では FIP 認定を取得予定であり、認定にあたりライフサ

イクルＧＨＧ排出量に関する要件1を満たすよう、持続可能な燃料調達を進めている。想定年間発電電力量

約 3.8億 kWh と一般家庭約 12万世帯分に相当し、一定の環境改善効果が見込まれる。 

 

 
1 比較対象電源のライフサイクル GHG排出量に対する削減率は、2030年度以降に使用する燃料については 70％削減を達成す

ることを要求し、これを前提に 2023年 4月 1日から 2030年 3月 31日までの間は、燃料調達ごとに 50％削減を達成することを

要求している。 
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グリーンビルディング／エネルギー効率（建物） 

 グリーンビルディングのベンチマークで使用する環境認証（CASBEE 認証、DBJ Green Building 認証、LEED

認証）は国内で幅広く利用されている。エネルギー効率（建物）としては、ZEB 水準相当の省エネ性能を有す

る BEI の水準を設定している。適格クライテリアとして、各認証で環境に配慮した不動産として一定水準以上

の環境改善効果があると考えられる。 

 初回調達の資金使途である東京新本社においては、CASBEE 認証における最上位の S ランク及び BELS 

認証における最上位のレベル 6を取得予定であり、GHG排出量削減効果が期待される。 

＜SDGsへの貢献＞ 

 対象プロジェクトは、以下の SDGs に貢献すると考えられる。 

 

 

 

3. プロジェクトの評価及び選定のプロセス 

環境面での目標、規準、プロジェクトの評価・選定のプロセス、環境・社会リスクの特定・緩和・管理に関するプロ

セスが示されている。プロセスは、環境・社会に配慮したプロジェクトを選定するように定められている。評価・選定

のプロセスは適切である。 

(1) 環境面での目標  

 2022年 6月、稲畑産業グループは、事業活動での GHG排出量を 2050年度までにネットゼロ（実質ゼロ） 2

にする「2050 年カーボンニュートラル宣言」を発表した。グループの「2050 年カーボンニュートラル宣言」は、

気候変動に関する世界的な要請に応えるものであり、これまで以上に気候変動対策を加速させることを宣言

するものである。 

 

 

 

 

 

 

[出所：稲畑産業 サステナビリティ中期計画 2026] 

 
2 自社排出分（GHG プロトコルのスコープ 1（自社での燃料の使用）およびスコープ 2（自社が購入した電気・熱の使用））が対象 
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 稲畑産業グループは、気候変動の影響および対策の必要性を十分認識し、事業を通じて地球環境の保全

に努めることを「サステナビリティ基本方針・行動指針」 や「稲畑産業コンプライアンス宣言」 で表明している。

また、2022 年 6 月に発表したマテリアリティにおいても「脱炭素社会・循環型社会への貢献」を掲げ、気候変

動をはじめとする地球環境問題を経営の重要課題の 1 つとしている。気候変動は、グループにとってリスクで

ある一方、新たな事業機会をもたらすものでもあると考えており、GHG の排出量削減に努めるとともに、脱炭

素社会に貢献する商材やソリューションの提供を進めていく。 

＜足元における主な取り組み＞ 

✓ オフィスや工場での照明の LED化も進め、電力使用量の削減 

✓ 製造拠点における、省エネタイプの空調機器や機械の導入・切り替え 

✓ 大阪本社・東京本社においては、ピーク電力デマンドを監視し、デマンドを超えた場合は        

節電策を強化する「電力消費監視システム」や、省エネタイプの空調・蛍光灯設備など        

の導入を進め、設備面での低炭素化への取り組み 

✓ 2015年に移転した名古屋支店は、「CASBEE」Sランクの環境に優れたビルを選択 

✓ 再生可能エネルギーや代替燃料、その他低炭素商材などの脱炭素社会に貢献するビジ      

ネスにも注力 

・ 稲畑産業は、グループとして 2030 年頃のありたい姿である長期ビジョン「IK Vision 2030」の達成に向けて、

その第 3 ステージとなる 3 カ年の中期経営計画「New Challenge 2026」を推進している。中期経営計画

「New Challenge 2026」では、メインテーマとして投資の積極化により成長を加速することを掲げるとともに、経

営基盤戦略の一つとして、サステナビリティ戦略を設定している。2024 年にサステナビリティ中期計画を新た

に策定し、経営の重要課題（マテリアリティ）に対処していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：稲畑産業 サステナビリティ中期計画 2026] 
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[出所：稲畑産業 中期経営計画「New Challenge 2026」] 

・ 稲畑産業は従前から蓄電池やバイオマス関連ビジネスを手掛けてきており、マテアリティで掲げた脱炭素社

会・循環型社会への貢献に向けて、再生可能エネルギーなどの環境関連ビジネスの拡大や自社の脱炭素

化を一層推進する。フレームワークの適格クライテリアを満たすプロジェクトは、稲畑産業の脱炭素化を促進

する取り組みであるといえる。 

■サステナビリティ推進体制 

 稲畑産業グループでは、サステナビリティ課題について全社的に取り組みをより推進するため、2021 年 10

月に代表取締役社長を委員長とする「サステナビリティ委員会」を設置した。同委員会は最低年 1 回開催

（必要に応じて臨時開催）することを原則とし、グループのサステナビリティに関する方針及び施策の策定・承

認・モニタリングを実施している。 

 取締役会においては、取締役会規程にてサステナビリティを巡る諸課題（気候変動などの地球環境問題へ

の配慮、人権の尊重、従業員の健康・労働環境への配慮や公正・適切な処遇、取引先との公正・適正な取

引、自然災害等への危機管理など）への取り組み状況を最低年 1 回担当取締役から取締役会へ報告する

ことが定められている。加えて、四半期ごとに業務執行報告書を通じて、サステナビリティに関する取り組み状

況を取締役会に報告しており、サステナビリティ委員会で審議・検討された内容も上記プロセスの中で報告が

行われ、取締役会の監督を受けている。 

 サステナビリティ委員会で決議された事項は、専任組織であるサステナビリティ推進部と主な管理部門員か

らなるサステナビリティ委員会事務局とが連携しながら実行・運営し、グループ全体のサステナビリティ活動を

推進している。また、サステナビリティ推進部では同委員会の有効な議論のために、各営業本部員及び主な

管理部門員をメンバーとするサステナビリティ推進委員とともに、 全社のサステナビリティに関連する情報を

取りまとめ、提供している。 
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[出所：稲畑産業ウェブサイト] 

(2) 規準 

 本オピニオン 1～2 ページの表に記載された各事業区分の適格クライテリアへ適合するものを充当対象プロ

ジェクトとして選定する。 

 

(3) 評価・選定の判断を行う際のプロセス 

 調達資金を充当するプロジェクトは、財務経営管理室およびサステナビリティ推進部との協議により財務経営

管理室が適格クライテリアへの適合状況に基づいて選定し、財務担当役員が最終決定する。 

(4) 環境・社会リスクの特定・緩和・管理に関するプロセス 

 環境・社会的リスク低減のために以下について対応していることを確認する。 

➢ 国もしくは事業実施の所在地の地方自治体にて求められる環境関連法令等の遵守と、必要に応じた環

境への影響調査の実施事業実施にあたり地域住民への十分な説明の実施 

➢ 「稲畑産業グループ サステナビリティ基本方針」および「稲畑産業グループ サステナビリティ行動指針」

などに沿った原材料・資材等調達、環境汚染の防止、労働環境・人権への配慮の実施 

 なお、初回調達の資金使途となるプロジェクトについて、適切な環境・社会リスク低減に係る対応策が取られ

ていることを、R&Iはプロジェクト関連資料やヒアリングを通じて確認した。 
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4. 調達資金の管理 

調達資金をグリーンプロジェクトに充当するための追跡管理の方法、未充当資金の運用方法が示されている。

調達資金の管理は適切である。 

 調達資金は、財務経営管理室が適格プロジェクトへの充当及び管理を行う。なお、本フレームワークにて調

達された同額が適格プロジェクトに充当されるよう、定期的に社内データベースを用いて、追跡・管理する。調

達資金が適格プロジェクトに充当されるまでの間は、現金または現金同等物にて運用する。 

5. レポーティング 

開示（報告）のタイミング、方法、開示（報告）事項が示されている。環境改善効果に係る指標は環境面での目

標に整合している。レポーティングは適切である。 

(1) 開示の概要 

 調達資金が全額充当されるまでの間、年次にて適格プロジェクトへの充当状況に関する項目及び適格プロジ

ェクトによる環境改善効果に関する項目について、実務上可能な範囲でレポーティングする予定。レポーティ

ングの概要は以下の通り。 

 開示事項 開示タイミング 開示方法 

資
金
充
当
状
況 

・ カテゴリ区分ごとの充当額 

・ 未充当額の充当予定時期と未充当

期間の運用方法 

・ 新規支出とリファイナンスの割合 

調達資金が全額充当さ
れるまでの間、年次で
開示 

 

稲畑産業ウェブサイト・
統合報告書のいずれか
または両方 

 

環
境
改
善
効
果 

「(2)環境改善効果に係る指標」を参照 

 

 適格プロジェクトへの充当状況ならびに環境改善効果/社会へのインパクトを稲畑産業のウェブサイト・統合報

告書のいずれかまたは両方にて報告する。グリーンローンについては、貸付人から要請があった場合は、貸

付人への報告方法を協議の上決定する。なお、調達資金が充当された後に大きな資金状況の変化が生じ

た場合は、速やかに公表するとともに貸付人へは合意した方法にて報告する。 

(2) 環境改善効果に係る指標 

 グリーンプロジェクトの環境改善効果に関しては、実務上可能な範囲で以下の項目を開示する。環境改善効

果に係る指標は環境面での目標に整合する。 
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事業区分 レポーティング項目 

再生可能エネルギー 

・ プロジェクト概要 

・ エネルギー種別ごとの年間発電容量と CO2排出削減量 

・ 再生可能エネルギー由来の購入電力量、グリーン電力証書・非化石

証書購入電力量 

グリーンビルディング 

・ 建物概要 

・ 取得認証の種類とランク 

・ 年間エネルギー使用削減量もしくは削減率（BEI） 

・ 年間 CO2排出削減量 

エネルギー効率 

（建物） 

・ 建物概要  

・ BELS評価を取得する場合は、評価手法基準年度と取得ランク 

・ 年間エネルギー使用削減量もしくは削減率（BEI） 

・ 年間 CO2排出削減量 

 

        以 上
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